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1．研究の背景と目的 
地球温暖化問題に代表される二酸化炭素削

減に関する環境問題は、社会的な関心事とな

っている。環境問題においては、建設業が担

うべき役割も大きく変化している。例えば、

建設副産物の最終処分場への搬入量が増大し、

最終処分場の確保が困難な状況から、不法投

棄の発生件数が急増している。このような背

景から、2000 年には建設工事に係わる資材の
再資源化に関する法律（建設リサイクル法）

が制定された。建設リサイクル法制定以降、

建設工事における分別解体、再資源化が進み、

循環型社会構築のための社会的役割を果たす

ようになってきた。このことによって、建設

副産物の大幅な削減に繋がり、二酸化炭素排

出量削減にも効果が現れているとの報告があ

る１）。一方、中間処理施設、最終処分場など

の立地に関する研究は、社会的、経済的、地

理的項目から立地状況を評価した研究２）、３）、

経済コスト性を考慮した最終処分場の適正立

地などの報告４）はあるが、建設副産物の物流

（静脈物流）を視野に入れた最適な立地形態

を念頭にした研究は少ない。筆者らは、これ

までに首都圏全域において、建設副産物排出

状況を微小単位で把握し、建設副産物排出量

と中間処理施設との相互関係、中間処理施設

と最終処分場の相互関係、さらに物流経路の

実態を明らかにしてきた５）、６）。また、流通経

路に関する計画は、工業立地論の視点に立ち、

中間処理施設の立地状況を詳細にし、現状の

立地が経済的立地特性であることまでは明ら

かにしたが、環境的立地特性面からは、流通

経路の実態は明らかにされていない。 
 このような背景から、本論では環境負荷の

少ない流通経路（静脈物流）を模索する為に、

アンケートを通じて実際の現場レベルの視野

において建設副産物の流通形態がどのように

構成されているのかを調査することを目的と

した。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1：建設廃棄物品目排出量 

2．千葉県における建設副産物の現状 
2-1建設廃棄物の排出量 
平成 20 年に発表された建設副産物実態調査

業務委託によると 7)、平成 18 年度における建
設副産物の総排出量は 80.3万ｔであった。 
このうち、67.7％にあたる 48.8 万ｔはアス
ファルト・コンクリート塊、22.2％に当たる
17.8万ｔがコンクリート塊、7.9％にあたる 6.3
万ｔが建設汚泥であった。（図 1） 
2-2建設副産物の工事間利用率・再資源化率 
平成 18 年度における建設発生度の工事間利

用率は 62.9％、建設廃棄物の再資源化等率は
97.1％であった。建設廃棄物を各品目別に見る
と、コンクリート塊およびアスファルト・コ

ンクリート塊の再資源化率は共に 99.5％を超
えている。建設発生木材は再資源化率が

64.8％、減量化（縮減）が 27.3％、建設汚泥は
再資源率が 47.2％、減量化（縮減）38.1％であ
った。（表 1） 
2-3資材の再生資源利用率 
平成 17 年度における資材利用量に占める再

生資源利用率（現場内利用含む。ただし 100％
現場内利用除く）を見ると、アスファルト混

合物が 93.0％、破石が 81.3％、土砂が 66.9％
であったが、木材は 15.5％と非常に低く、コ
ンクリート（27.9％）の再生資源利用率も
30％以下であった。（表 2） 
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表 1：建設副産物品目別再資源化等の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2：資材の再資源利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2-4経年変化 
建設副産物の搬出・排出量の経年変化では

コンクリート塊が 7 千万ｔの増加、その他、
建設発生木材、建設汚泥、建設混合廃棄物が

微増であるのに対し、アスファルト・コンク

リート塊が 2 万ｔ、建設発生土が 32 万㎥減少
している。注１ 
再生資源化率では、建設汚泥と建設混合廃

棄物が前年度より増加したものの建設発生土

では減少している。 
資材の利用量の経年変化では土砂利用量が

増加したものの、その他は減少した。再生資

源化率では、破石、アスファルト混合物、土

砂ともに増加している。（表 3） 
3．アンケート調査 
3-1アンケート調査概要 
アンケート調査は、本研究の根幹をなすデ

ータを収集するために行ったものであり、概

要を以下のように示す。 
(1)目的 
・千葉県における各中間処理施設が受け入れ

る建設副産物の処理方法、二次処理および最

終処分場までの経路調査のため 
(2)調査期間 
・アンケート調査発送：2008年 5月 15日 
・アンケート調査回答の回収期間：2008年 
5月 15日から 6月 15日まで 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3：建設副産物の搬出・排出量および再資源化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(3)調査対象および発送数 
・アンケート調査対象として千葉県産業廃

棄物協会が指定する 8つのエリア（図 2）に分
け、中間処理施設は千葉県産業廃棄物協会に

登録しているコンクリート殻を扱う中間処理

施設 66 業者を調査対象としアンケートを送付
した。 
(4)調査内容（全 3問） 
・設問 1：対象施設での処理工程（二次処理/
最終処分場へ運搬）。 
・設問 2：対象施設の保有する中間処理機器の
平均稼働率 
・設問 3：建設副産物の受け入れ先（発生場
所） 
(5)アンケート調査回答の回収 
アンケート調査回答は発送時に同封した返

信用の封筒で回収する。 
3-2 アンケート調査回収数および回収率 
アンケート調査結果として回収数・回収率

を表 4に示す。 
アンケート調査の有効発送数は、転居先不

明の理由で返送された 3 通を引いた 66 通とな
った。回収の合計は 26 通であり、有効発送数
に対する回収率は 39.4％となった。 
3-3 アンケート調査結果 
設問 1 の調査結果を表 5 に示す。最終処分
場へ輸送は比較的少なく、半分の施設が自社

で処理をしている。また、自社で処理しきれ

なかった廃棄物は、二次処理施設にて行って

おり、リサイクルの効率は高いといえる。 
設問 2 の調査結果を表 6 に示す。中間処理
施設の稼働実績の平均値は全体で 365.7ｔ/日に
なった。ただし、千葉市を中心とした第 3 地
区は全体平均値の 2倍近い 698.3ｔ/日を示して
いる。 
設問 3 の調査結果を図 3 に示す。図は処理
施設が受け入れる発生現場の分布であり、色

が濃い地域ほど受け入れ発生現場の数が多い

ことを表している。第１地区と第４地区であ

る千葉市、船橋市、習志野市の発生現場が上

位を占めており、この 3 市から東京方面にか
けて発生現場の色が濃いことがわかる。 
4．まとめ 
以上の結果から、千葉県における処理状況

は自社で二次処理または他者への委託が処理

における工程の大半を占めており、最終処分

場へ直接流れるフローは比較的少ないことが

分った。がれき類の処理において異物の混入 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2：千葉県対象エリア 

表 4：アンケート調査回収数および回収率 

 
 
 
 
 
 
 
表 5：対象施設での処理工程処理結果 

 
表 6：対象施設の保有する中間処理機器の平均稼働率 

 



 

 
図 3：建設副産物現場発生分布図 

や再生製品の低い市場価値が指摘され、また、

中間処理よりも埋め立て処分をした方が安価

になるケースがあるという研究 8)も報告され

ており、その経緯を踏まえると千葉県建設リ

サイクル推進計画における処理工程の効率化

の徹底が工程において二次処理を行う施設が

多かった理由と考えられる。 
処理業者の全体の稼働率は平均として 365.7
ｔ/日であったが、第 3 地区の稼働率の高さが
全体平均の 2 倍近くあった。これは比較的大
規模な中間処理施設が第 3 地区に該当する市
川市、船橋市の工業地域に立地されている事

が考えられる。迷惑施設の一面を持ち住民の

反発が大きく立地が困難な処理施設では、工

業地域といった比較的立地が容易である地域

に関して施設の密集や施設規模が大きいもの

が立地されるという傾向が見られる。また、

市川市や船橋市のように京葉道路や国道 357
号線といった建設副産物の運搬に適した静脈

物流を形成する環境が整っている事を考慮す

ると、建設副産物を受け入れる用地が十分に

確保できている上に交通的立地特性が加わる

ことで第 3 地区全体の稼働率の高さにつなが
っていると考えられる。 
図 3 において発生件数は圧倒的に千葉市・
船橋市を中心とした千葉県の中心部に集中し

ている。また、千葉市、船橋市、市川市の周

辺の発生状況からしても東京方面への発生件

数の多さが目立ち、東京圏から流れるように

千葉の中心部までの発生フローが生じている。

これは、既往研究 5)からも同じ状況が見られ、

学術的論点が現状の調査と酷似する形となっ

た。この点から、関連研究からの推察である

東京においては経済立地先行・周辺地域にお

いては環境的立地が先行される立地状況の関

連性は比較的高いと考察される。 
しかし、現状の中間処理施設では二次処理

において、再資源化率が向上し、建設リサイ

クル推進計画の徹底が結果として表れた事は

評価できるが、最終処分場へ運搬される建設

副産物が全く無くなった訳ではない。最終処

分場の残余年数も国土を通じて 4.5 年分（産

業廃棄物のみ）しかない我が国の建設副産物

を取り巻く環境 9)は今後一層厳しくなること

が予想されている。静脈物流においての効率

化および再資源化の更なる改善が見られない

限り、建設副産物のゼロエミッション化の実

現性は見えず、緊喫な対応策が求められる。 

5．今後の課題 
以上、今回の調査により、建設副産物の静

脈物流の発生現場を明らかにし、既往論文で

述べられた結果と同様な傾向を示している。 

今回は中間処理施設のみを対象にアンケート

を通じて現状を把握してきたが、今後は最終

処分場や運搬業者による静脈物流の現状を解

明していき既往研究 10)によって得られた環境

的立地特性によるデータとアンケートによる

運搬データを比較することでより繊細な環境

型のデータを構築することを課題としていく。 

注 1：千葉県建設リサイクル推進計画に伴い現場内利用が増えた結果 
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